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久留米市障害者基幹相談支援センター運営業務委託に係る 

公募型プロポーザル方式実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は久留米市障害者基幹相談支援センター運営業務委託（以下「業務委託」とい

う。）を実施するにあたり、受託者の選定について公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザ

ル」という。）により選定するために必要な事項を定めるものとする。 

 

（業務委託の履行場所） 

第２条 市内を地域の地理的条件・態様や人口、障害者数などを考慮して小学校区を組み合わせ

て設定した日常生活圏域において、下記の地区で１ヶ所ずつ行うものとする。 

 （１）東部地区（船越、水分、柴刈、川会、竹野、水縄、田主丸、山川、山本、草野、大橋、

善導寺） 

 （２）西部地区（城島、下田、青木、江上、浮島、犬塚、三潴、西牟田、荒木、安武、大善寺） 

 （３）南部地区（南、津福、上津、青峰、高良内） 

 

（業務委託の内容） 

第３条 委託する業務内容は次に掲げる各号とする。 

１ 委託相談支援（障害当事者・家族等を主な対象） 

（１）総合的・専門的な相談支援 

ア 各種相談受付・聞き取り・課題整理 

イ 福祉サービスの利用援助情報提供、窓口同行等 

ウ 社会資源を活用するための支援（各種支援施策に関する助言・指導等） 

エ 社会生活力を高めるための支援（金銭面の相談等） 

オ 専門機関の紹介等 

（２）権利擁護・虐待の防止 

ア 成年後見制度利用支援事業への支援・相談対応 

イ 虐待防止に関する相談支援・相談対応 

ウ 差別解消に関する相談支援・相談対応 

（３）その他 

  ア 当事者の方への支援（情報提供、研修等） 

イ 住宅入居等支援事業 

（不動産業者等に対する物件斡旋依頼、家主等との入居契約手続支援） 等 

２ 基幹相談支援（事業者を主な対象） 

（１）指定相談支援事業者等に対する指導、助言 

ア 指定相談支援事業所の相談員のバックアップ、スーパーバイズ 

イ 複雑・困難な相談ケースへの支援 

ウ 学習会・研修会等の企画・運営 

（２）サービス等利用計画等作成の推進 
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ア 指定相談支援事業所（相談支援専門員）への支援（助言、会議等の同席、同行等） 

イ サービス等利用計画等の検証・助言 

（３）地域移行・地域定着の促進の取組 

ア 精神科病院や障害者支援施設との連携等 

（４）地域づくりへの取組  

  ア 社会資源の情報収集・共有化等 

（５）地域生活支援協議会運営（事務局） 

ア 協議会（全体会・専門部会）の事務局（全体会：１～２回、専門部会：概ね毎月） 

イ センター運営委員会・連携会議の事務局（随時） 

ウ 相談ネット・ネットワーク連絡会の事務局（相談ネット：概ね毎月） 

（６）その他 

  ア 地域の相談機関（民生委員等）との連携強化の取組 

イ 学校や企業等との情報交換、助言 等 

 

（業務委託の期間） 

第４条 業務委託の期間は、平成２８年７月１日から平成２９年３月３１日までとする。 

 

 （業務委託の上限額） 

第５条 業務委託料の上限額については、東部地区・西部地区については、９，２４７千円、南

部地区については、１３，０３５千円とする。（いずれも消費税及び地方消費税相当額を含む額） 

 

 （プロポーザルの参加資格要件） 

第６条 プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たす法人となる。 

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）第７７条の２第３項に規定する指定相談支援事業者であって、平成２８年４月１日時点

で久留米市内に指定相談支援事業所を有し、活動実績があること。 

（２）医療法人、社会福祉法人、公益財団法人、公益社団法人、一般社団法人若しくは一般財団

法人又は特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非

営利活動法人であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者でない

こと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立て、又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でない

こと等、経営が著しく不健全である者でないこと。 

（５）久留米市暴力団排除条例（平成２２年久留米市条例第１９号）に基づき、受託者として不

適当であると認められる者でないこと。 

（６）市税の滞納がないこと。 

 

 （質問の受付） 
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第７条 参加事業者は、募集要項及び提案書に係る質問を質問書（様式第３号）により行うこと

ができる。 

２ 市長は参加事業者からの前項に規定する質問を受け付けた場合は、当該質問に対する回答を、

質問者及びすべての対象事業者に回答するとともに、久留米市のホームページにおいても、質

問事項及び回答内容を公表するものとする。 

 

（質問の受付期限） 

第８条 質問の受付期限は、参加申込の提出期限の５日前とするものとする。 

  

（審査委員会） 

第９条 市長は、プロポーザルにおける参加資格審査及び受託候補事業者の評価を行うため、久

留米市障害者基幹相談支援センター運営業務委託業者審査委員会（以下「審査委員会」という。）

を設置するものとする。 

２ 審査委員会の組織、運営等については、別に定める「久留米市障害者基幹相談支援センター

運営業務委託業者審査委員会設置要綱」によるものとする。 

 

（プロポーザルの参加申込） 

第１０条 プロポーザルに参加申込を希望する事業者は、プロポーザル参加申込書（以下「参加

申込書」という。）（様式第１号）に必要事項を記入のうえ、次の各号に掲げる書類を添付し、

所定の期限までに市長に提出しなければならない。 

（１）役員等調書及び照会承諾書（様式第２号） 

（２）履歴事項全部証明書 

（３）法人の財務諸表（直近１年間分） 

（４）指定相談支援事業所の指定通知の写し 

（５）納税証明書（市税に滞納のないことの証明）（写し可） 

２ 市長は参加申込書の提出期限の設定に当たっては、公示を開始する日から起算して１３日と

するものとする。 

 

 （参加資格審査及び資格結果の通知） 

第１１条 審査委員会は、参加申込事業者から提出された参加申込書の記載内容及び添付書類を

基に、参加申込事業者が満たすべきプロポーザルへの参加資格要件を審査する。 

２ 市長は、参加資格審査の結果、プロポーザルへの参加資格を有すると認められた参加申込者

に対し通知し、プロポーザルへの参加を要請するものとする。 

３ 市長は、参加資格審査の結果、プロポーザルへの参加資格を有すると認められなかった場合

は、その旨を通知するものとする。 

 

 （業務委託提案書等の提出について） 

第１２条 参加事業者は、企画提案書提出届（様式第４号）に必要事項を記入のうえ、次の各号

に掲げる書類を添付し、所定の期限までに市長に提出しなければならない。 
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（１）企画提案書（様式第５号） 

（２）企画提案書類（様式第６～１１号） 

（３）その他必要な書類 

 

（提案書の提出期限） 

第１３条 提案書の提出期限の設定に当たっては、資格審査決定通知日から起算して１４日とす

るものとする。 

 

（提案に関するヒアリング） 

第１４条 市長は、業務に関する申込者の意欲や理解力及び提案内容をより理解するため、必要

に応じてヒアリングを実施する。 

  

（提案書の審査評価方法） 

第１５条 市長は、プロポーザルによる参加者の特定等を行うため、審査委員会において、提案

書及びヒアリング内容の審査及び評価を行い、当該業務の内容に最も適すると認められる優先

交渉権者及び次点交渉権者を選定するものとする。 

 

 （審査結果の報告） 

第１６条 審査委員会は、審査結果を市長に報告しなければならない。 

 

 （受託候補事業者の決定及び通知） 

第１７条 市長は、前条の報告を受け当該業務の内容に最も適すると認められる優先交渉権者及

び次点交渉権者を決定する。 

２ 市長は、選定された事業者に対して、選定された旨の通知をするものとする。 

３ 市長は、選定されなかった事業者に対して、選定されなかった旨の通知をするものとする。 

４ 審査結果についての異議申し立て及び問合せには一切応じないものとする。 

 

 （プロポーザルにおける提出書類等の瑕疵） 

第１８条 審査委員会は、プロポーザルにおいて、参加事業者の提出書類又は内容等に瑕疵があ

ることが判明した場合は、その内容を市長に報告する。 

２ 審査委員会は、前項の瑕疵について、必要に応じて参加事業者に対し、ヒアリングを行うこ

とができるものとする。 

３ 市長は、参加事業者の瑕疵が重大又は悪質であり、プロポーザルの公正性及び公平性を著し

く損なう恐れがあると認めた場合は、既に決定した事項を取り消すことができる。 

 

 （失格要件） 

第１９条 市長は参加事業者が次に掲げる各号の事由に該当した場合は、プロポーザルへの参加

資格及び受託候補事業者としての決定を取り消すことができる。 

（１）参加申込書、企画提案書の提出方法、提出先、提出期間等に適合しない場合 
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（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）提出書類に不備があった場合、若しくは指示した事項に違反した場合 

（４）プロポーザルへの参加資格要件を満たしていない若しくは満たすことができなくなった場 

   合 

（５）プロポーザル関係者と当該プロポーザルに関わる不正な接触の事実が認められた場合 

（６）暴力団員による不正な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に掲げ

る暴力団又は暴力団員及びそれらと密接な関係を有することが判明した場合 

 

 （委託契約） 

第２０条 市長は、久留米市契約事務規則（昭和５０年久留米市規則第９号）に基づき優先交渉

権者と契約条件等について、業務委託契約締結に向けて協議を行い、合意に至ったとき業務委

託契約を締結する。 

２ 業務委託契約の条件等は、仕様書及び提案書の内容を基本とする。 

３ 業務委託締結後、市長と受託事業者は、委託業務が円滑に行われるよう誠意を持って業務の

履行について協議を行うものとする。 

４ 市長は契約締結後、契約の相手方に提案における失格事項、不正又は虚偽記載等と認められ

る行為が判明した場合は、契約を解除できるものとする。 

 

 （次点交渉権者の繰上げ） 

第２１条 市長は、優先交渉権者が委託契約を締結又は履行することができない何らかの事由が

生じた場合は、第１５条の規定による選定において次点となった事業者と、当該業務委託につ

いて交渉を行うことができるものとする。 

 

 （契約保証金） 

第２２条 受託候補事業者は久留米市契約事務規則（昭和５０年久留米市規則第９号）第２６条

第１項の規定により契約金額の１００分の１０以上に相当する金額の契約保証金を契約締結時

までに納付しなければならないものとする。 

  ただし、契約保証金の金銭による納付に代わる措置として、次の（１）に掲げる保証措置の

いずれかの方法から選択することができるものとする。 

  なお、（２）に該当する場合は契約保証金を免除する。 

（１） 契約保証金の金銭による納付に代わる措置 

（ⅰ）契約保証金に代る担保となる有価証券の提供 

（ⅱ）債務不履行による損害金の支払を保証する銀行等の金融機関の保証に係る保証書の提出

（ⅲ）債務不履行により生じる損害を補てんする履行保証保険契約に係る証券の提出 

（２） 契約保証金を免除する場合等 

官公署と過去２年間、種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回にわたって締結し、これを

すべて誠実に履行し、かつ、その者が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる

とき。 
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 （プロポーザル選定結果の公表） 

第２３条 市長は、プロポーザル選定結果について、選定後、久留米市のホームページにおいて

選定結果の概要を掲載し公表するものとする。 

２ 公表する選定結果の概要については次に掲げる事項とする。 

（１） 業務委託名 

（２） 業務委託期間 

（３） 審査委員会の開催経過 

（４） 審査結果 

 

（事務局） 

第２４条 プロポーザルによる選定実施に関する庶務を処理するために、事務局を久留米市健康

福祉部障害者福祉課内に設置する。 

  

（その他） 

第２５条 この要綱の実施に関し必要な事項は、市長が別に定めるものとする。 

   

 付 則 

（施行期間） 

１ この要綱は平成２８年４月１日から施行する。 

（要綱の廃止） 

２ この要綱は受託候補事業者と当該業務委託契約を締結した日をもって廃止する。 


